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県政フォーラム最終回・・・県政の総括的な論議を

　昨年から続けてきた「県政改革の今を考えるフォーラム」は１月28日に第4回を開催し、医療・福祉の面から報告を聞いて話しあいました。これまでの4回のフォーラムを振り返っての報告と中間総括を２ページから載せてあります。第5回はこれらを踏まえて、県政の改革と地方自治の現状を検証します。憲法の改定も狙われており、今地方自治が全面的に変えられようとしています。その動きをしっかりと見つめると同時に、長野県政が果たしてきた役割や現状を具体的につかみ、全国的な視野も持ちながら検討をする機会にしたいと思います。私たちが何をもとに判断するべきか、基本的な視点を明確にした報告と講演になるでしょう。多くの方の参加と活発な討論をお願いします。
　1～4回の報告についての記録は、4月15日の第5回フォーラムまでにできる予定です。ぜひお読みください。第5回県政フォーラムの詳細はチラシをご覧ください。

第5回県政フォーラム　「地方自治と田中県政」　4月14日1時半　長野市民会館
2006年長野県地域住民大学の総会を行います

総会の後、同じ会場で下記の講演会を予定しています。

＜総会＞　日時　5月7日(日)午前10時から
　　　　　場所　松本市・勤労者福祉センター　第5会議室

　　　　　議題　05年活動報告・06年活動計画　他

＜講演会＞　5月7日(日)午後一時半から　上に同じ第5会議室にて
　　　　　講師　五十嵐仁　氏（法政大学教授、大原社会問題研究所副所長）
　五十嵐仁氏は政治学と労働問題が専門で、先ごろ出版した『活憲』が大きな関心をよんでいます。また、「五十嵐仁のてんせいじんご」というネットコラムが注目されています。憲法をめぐる状況、今の社会の本質、展望を語っていただこうと思います。
以下の文は、渡部一也さんが、信州の教育と自治研究所の機関誌「まほろば」に依頼されて書いた文です。「まほろば」誌の了解をいただいて掲載させていただきました。

「県政改革の今を考えるフォーラム」の中間総括
　　　　　　　県民の立場から県政改革の今を考えるネットワーク代表　渡部一也

はじめに

私たちは昨年４月、県内で自主的な調査・研究・学習を進める5団体（信州の教育と自治研究所、長野県住民と自治研究所、信州宮本塾、長野県地域住民大学、南信州地域問題研究所）で「県民の立場から県政改革の今を考えるネットワーク」を結成し、7月から4回にわたって、「県政改革の今を考えるフォーラム」を開催してきました。

今、田中県政の改革と継続の是非が、県民の未来を考える上で極めて抜き差しならない問題として県民一人一人に問われています。県民が主権者として県政の未来をつくりだす上で、討論が県内津々浦々に広がり深まることを願い、そのための客観的材料を多方面から集め提供しつつ、主催者としてそれらの総括的評価を示したいと考えます。

１．なぜフォーラムを開催しようとしたか。―県政評価の視点はどうあるべきか―

(1) 2002年の田中知事不信任と再選をはさんで、マスコミなどで批判とはとてもいえない田中知事批判のキャンペーンが繰り広げられているという印象があります。県議会も知事の提案を否定する場にされていて、県政の内容そのものに即した真摯な議論が交わされる場になっているとは思えません。このため県政の実際が県民の目に見えにくくなっている部分があります。「田中知事は県議会との協調ができない」「県職員を戦々恐々とさせている」「脱ダムはじめ諸政策は手づまりだ」など、ひとつひとつの政策や事実にもとづく論議よりも雰囲気的なものが多く、メディアも含めて、少なくとも県民の世論形成を公正に導く助けになっていないという状況です。

(2) 大方の予想を裏切って、県民が２度にわたって田中知事に県政を託したのはなぜか？　それは、積年の利権政治、借金財政、県民にとって不透明な県政運営に、県民がうんざりしていたからではないでしょうか。また、その背景には、国民の生活実態を顧みず強行される医療・福祉の切り下げ、食の安全を度外視した外国農産物の輸入と農民の切り捨て、極度に偏った外交政策（対アジア軽視、アメリカのみの重視と従属）、大資本優先という弱者切捨ての国政への批判が底流していると思われます。

(3) このような中で、県民の目から見て今の県政がどのような状況にあるのか、前県政からの方向転換を進めているのか、各分野で粘り強い運動を続けてきた県民の期待に応えているのか、応えようとしているのかを具体的に検証する必要を感じました。

(4) そこで、フォーラム開催にあたって私たちが立てた視点は、次のようなものでした。

ⅰ）県政の主人公は、あくまで主権者としての県民である。私たちは投票するだけでなく、県政の主権者として発言し、提案し、行動していかなくてはならない。

ⅱ）県民が田中知事を選んだ背景には、長い間、県政をまっとうなものにしたいと努力を積み重ねてきた県民自身の主体的な運動がある。それは、例えば、食の安全を確保し地場産業を守る運動であり、森林や自然を保全し、乱暴な開発を許さない運動である。あるいは地方自治を守り、中央政治の横暴に反対する県民の運動などだ。こうした地道な運動の積み重ねが県政を変えてきた原動力になっている。

ⅲ）田中知事の「県政改革」を語る時、その「改革」の中味・方向が、県民の運動と願いに合致するのかどうか、少なくとも県民の主体的な運動を敵視せず尊重し、理解しようとしているかどうかが、検証の基本にならなければならない。自ら関わった部分にのみ目を向けていては判断を誤ることもある。この数年間の県政を事実と実践的経験に照らして広い視野で判断できる材料を提供したい。

ⅳ）田中県政の出発とその後がどういう条件のもとに置かれているかを冷静に見ることも必要だ。例えば県財政一つみても、極端なマイナス条件のもとに出発し、その後も国の「三位一体改革」「構造改革」の下で一層困難な状況が強まる中、その建て直しを迫られてきたことは明らかである。そのなかでどう県政を運営していくかを今日的な県民の目線から考えれば、後退のようにみえる「見直し」を迫られるものも出てくるであろう。大切なのは県民の基本的人権が保障されるために最善の努力がされるかどうかである。

（５）以上のような視点から見る時、私たちは県政評価のメルクマールとして、(イ)田中県政は憲法・教育基本法（特に反戦平和、基本的人権、地方自治の原則）を尊重する立場に立っているか。(ロ)国政の急速な逆流・反動化の中で、県民の生活と権利を守る立場に立とうとしているかどうか。(ハ)県民の要求や声を正当に受け止めて、その解決に尽力しているかどうか。県民との共同・県民同士の共同を深める姿勢、自治と民主主義を育てる立場に立っているか。(二)何が変わり、どういう方向を目指しているかを、個別的領域だけでなく全体として検証する。(ホ)「県政改革」において県民が運動や発言をし、主権者として関わろうとしているか、県行政、県議会、県民運動などのありかたはどうか。

２．「県政改革の今を考えるフォーラム」でとりあげたテーマと報告
第１回フォーラム(2005年７月９日長野市・県勤労者福祉センター)

１　田中県政の財政改革を考える　佐藤　久（信州の教育と自治研究所）　　　

２　廃棄物問題と長野県行政    　関口鉄夫（長野県廃棄物問題研究会）　　　

３　「脱ダム」について

①「脱ダム」宣言の今日と浅川ダム問題　山岸堅磐(千曲川・淺川等治水対策会議代表）　　　 　②「脱ダム」と砥川・上川の治水　　　 清水　馨（環境会議・諏訪事務局長）

第２回―子ども・住民が望む教育改革の今（2005年９月４日松本市安原公民館）

シンポジウム(コーディネーター　野口清人・信州の教育と自治研究所長)　　
１　田中県政と新自由主義的な教育改革の実際　　檀原毅也(長野県高教組書記次長）　　　　　　　　　　　　　　　　
２　長野県の障害児教育の今(30人学級にもふれて)

原　金二（長野県障害児学校教職員組合執行委員長）
３　子育てと県政　　　　　　　近藤幹生（長野県短大講師）
４　親の願いと子どもサポートの取り組み　　
戸枝智子・黒川卓(上伊那子どもサポートセンター)
第３回―信州地域産業の発展（2005年11月26日長野大学）
１　長野県政と農業　　　　　　川妻干将（農業・長野大学講師・信州宮本塾）

２　長野県林政の現状と課題　　植木達人（信州大学農学部森林科学科教授）

３　長野県観光行政の変化　　　斉藤　孝（ユースホステル経営者）

４　上田地域通貨の取り組み　　安井啓子（蚕都倶楽部まーゆ）

第４回―県民の求める福祉･医療の現状と長野県政（2006年１月28日松本勤福センター）　
シンポジウム(コーディネーター　長　純一・佐久総合病院地域診療所科地域ケア科長）

１　障害者の願いと長野県政　　 松丸道男(共同作業所全国連絡会長野県支部･ワークハウスちきりの家所長)
２　三位一体改革と介護保険見直しの谷間の苦悩　岡田清平(ケアハウスかみさと所長)
３　宅老所の現状と長野県政　　　馬場隆志（駒ネット理事・梨の木所長）　
４　医療の現状及び問題点と長野県政　湯浅健夫(長野県民主医療機関連合会事務局長)
３．「県政評価」の試み
各回のフォーラムの報告と提起については、別に作成予定の「報告集」によって詳しく知っていただきたいと思います。ここでは報告と提起の内容から汲み取られる点などから、全体として「県政評価」の方向性を探ってみます。

（1） 知事の基本姿勢(現憲法への姿勢)について。

フォーラムでは特に触れられる機会がなかったが、先ず田中知事の憲法観について見てみたい。

この点は、就任当時（2000年12月）の県会での答弁記録を見ても、政治分野についての基本姿勢において反戦・平和・現行憲法尊重の態度は極めて明瞭である。翌年９月のアメリカでの「同時多発テロ」についての答弁でも、小泉首相が国会も開かぬままブッシュ大統領に「日本は米国とともにある」と言ったことを、「他国の元首の前で、日本の参戦を宣言した」と批判している。田中知事の「国民主権」・「民主主義」擁護などの論旨は一貫しており、「県民益」を重視する態度は、現憲法の主旨と一致しているといえる。県民の主張に道理があれば、基本的に耳を傾ける姿勢を持っていると言えるのではないだろうか。改憲論を公然と主張する他の首長と同一視する意見も耳にするが、冷静に見れば違いは歴然としている。

　そこで問題は、県政の各分野において、このような基本姿勢がどう貫かれようとしているかだ。よく聞かれる「知事は他の人の意見を聞く耳を持たない」という意見が具体的にはどういう事柄に対していわれるかを吟味してみることも必要だろう。4回のフォーラムの内容はその点を検証する素材になると思われる。各分野の報告者はその分野の実践者で、そこから感じる思いは強く、鋭い問題意識をうかがわせるものだった。
　（２）県財政「建て直し」への努力
財政問題では、巨額の「借金」財政(一般会計1兆6000億円超)を引き継ぐ中で、「借金を減らした唯一の県」になっている。しかも公共事業費の大幅削減と社会保障費の増額で、民生重視(森林整備、生活道路、特養老人ホーム、医療、教育等)に切り替えがすすんでいる。不公正な同和行政の是正,終結も実行されている。しかし、この一方で県職員の人件費削減、高校授業料値上げなど、県民が背負う「痛み」の部分をも伴っており、この点が様々な形で論議を呼んでいる。「高校統廃合」もこの線上で出ている問題だろう。私たちは「県政改革」を、国から強いられている「構造改革」と同一視する見解には同意できないが、「痛みの向こうに光明が見える」という見通しを、県民が共有できなければ「改革」そのものが貫かれないことも事実だ。

（３）廃棄物問題、脱ダム
廃棄物問題では、これまでの長い間行政は「処分場」業者に甘く、周辺住民への環境汚染と健康被害の実態を見てみぬふりをしてきた。田中県政の登場ののち、「許可施設」についても問題がはっきりしてきたものにはストップをかける例、住民が裁判を通して訴えた事例に対して過去の行政対応の洗い直しを決断する例も生まれた。このように県政は住民に向き合い始めたが、出先機関の旧態依然さや県議会の機能不全も指摘された。

「脱ダム」の方針は全国へも大きな影響を与えた画期的な方針転換だった。各地の県民の粘り強い住民運動と研究が、はじめて行政に受け入れられたといえる。しかし、具体的な運動はむしろその後に続いている。浅川ダム「流域協議会」では激しいせめぎ合いが続いていて河川整備を具体的に実施することが遅れているが、表立ってダム建設を言う者はほとんどいない状況をつくり出している。上川では流域調査のなかで、過去の水害時の堆積土砂が放置されているなどの「流域整備」の遅れや、ダム建設が治水効果につながるかが検討され、調査で明らかになるなかで、ダムに替わる様々な対案も生まれた。その結果ダム推進だった人も含めて全会一致で「ダム無し治水対策」が承認された。前県政は住民の意見を聞くことなくダム建設を推進してきたが、現在は住民の運動で住民参加の仕組みが作られつつある。
（４）教育、子育て
　報告、論議の中で、田中県政の教育領域でのやり方は「新自由主義的」であり、成果は少ないと否定的に捉える意見もある。一方、子育ての現状把握の調査、認可外保育所などへの評価や助成、「子どもサポートセンター」の設置や支援は画期的な政策転換といえる。これらの活動に関わる父母や市民の県政への評価は高い。同じ教育の分野において矛盾した見解があるが、田中県政の基本的視点と県民の教育要求について議論をつめる必要があると思われる。「高校再編」についても、教職員自身が生徒父母県民にとってどのような方向が「教育改革」に値するのか積極的に提起し、地域に出て語り合う必要があるのではないだろうか。

（５）農林業、まちづくり
ⅰ）農政での提起。‘60年代の農政は、「生産性向上」「農業労働の軽減」をめざし化学肥料の大量導入や大型機械の導入を図ってきた。しかし市場経済の機械的導入や農産物輸入などから、農民が生活できる農業、生きがいを持てる農業が破壊され、食糧自給率の低下を招き、農政は破綻してきた。田中県政は「環境に負荷を与える農業から自然と共生する農業へ」という目標を掲げ、①．持続型農業の構築、②．安全安心な農産物の供給、③農村集落の自立・自律、④．多様な担い手の確保・育成、を唱えた。「農業再生の戦略プロジェクト」として、「地産・地消」を励まし「食と農の新たな結合」をめざす支援策を具体化しつつある。これは農政の根本問題に迫る政策といえる。

ⅱ）林政での提起。長野県は森林県だが、山と森林は荒廃してきた。田中県政は森林整備と土砂流出防止や水源涵養・植林などを重視する方向を打ち出した。2004年からの12年間の目標を設定し（例、間伐：25万ha強、森林生産量：‘03年度14.6万㎥→’2016年度23.5万㎥、信州産木材50％以上の利用住宅年千戸建築等々）、土木建設労働力を森林整備に向ける、間伐作業などの担い手を育てる「きこり講座」、「ふるさと森林づくり条例」をはじめとする具体的施策を打ち出してきた。「脱ダム」⇒流域対策⇒森林整備の流れの中で、県政の大きな転換といえる。実施にあたっての課題も多く、どこまでできるかは今後にかかっている。

ⅲ）観光での提起。本来観光は市町村の枠で捉えられないことが多く、県の役割は大きい。近年観光客の世代・趣向などは多様化しており、県では、世代別の戦略を設定するなど様々な試みをしている。また、各地の情報をつかんで信州らしさをアピールするなど各市町村の目標をまとめて県の目標とする流れを重視するようになっている。

ⅳ）地域通貨を通して地域で人をつなぐ活動の報告からは、地域住民が地域づくりに関わる時に行政はむしろ距離を置いているほうがいいと指摘された。しかし(地域通貨などの)活動を始めたくてもどうすればいいかわからない場合も多い。地域通貨に関して言えば、県の担当者は相談を受けたり、情報交換を手助けし、1つのグループではやりにくい学習会や講演会などの援助をしている。住民の自主的な活動の手助けをしようとし、住民の元に職員が出向いて要望などをきく姿勢は、市町村職員よりもむしろ身近にあると感じられている。

（６）医療、福祉
ⅰ）05年10月31日に成立した「障害者自立支援法」は「小泉改革」の非情さをリアルに表出している。作業所・授産施設で働く障害者から、賃金よりも高い施設利用料を取るというものだ。国の障害者に対する社会保障の後退が目立っている中、切実な障害者のニーズに県的レベルで解決できること、国に対して防波堤として強く要求してゆくべきことなどが県にたいして要請されている。田中県政の下で、福祉・医療・教育に予算を重点配分し県単独予算で対応する事例もあり、また「県民参加・提案」を呼びかけその場を作ってきている。

ⅱ）ケアハウスに対する補助金の財源は、国対地方（１:２）だったが、「三位一体改革」で、国のほうは全額カットされた。しかし、‘04～‘05年については、そのカット分は県が確保するよう田中知事が判断した。今回の介護保険見直しで「要支援・要介護１」の「生活支援」（掃除・洗濯・買い物援助・食事作りなど）を廃止し、予防給付（「筋力トレーニング」「口腔ケア」「栄養改善」）のみになる。これが適用されると、ケアハウスやホームヘルプステーション、デイサービスそして低所得者などが立ち行かなくなると言う現実がある。報告者は、その時に県政がどちらを向いているかというのがとても大きいと述べた。

ⅲ）宅老所―田中県政が生まれ、市町村が3分の1、県が3分の2の補助をする「通所介護事業」が2000年度にはじまり、2006年度には270ヶ所になる。宅老所に県が補助を出しているところは例がない。介護(家庭)の手助け、雇用の創出、地域づくりへの貢献など、その効果は極めて大きい。しかし、ここでも国の介護保険の見直しで、今までの介護サービスができなくなる危機がせまっている。

ⅳ）医療―長野県の平均寿命は、男全国１位・女全国3位である。高齢者の受療率が低く、「元気なお年寄りが多い」ということになるが、入院できる病床そのものが他県より少ない等の側面もあり、政府がモデルにしようとする意図には問題がある。県の財政規模縮小が進む中で、福祉・医療・教育環境等への重点配分・増加はくっきりと浮かび上がっている。最近は「政策医療」において切実な医療要求に応えようとする姿勢も目立つ。例えば救急医療、ガン医療、医療従事者確保等だ。また、施策の目線が県民の方を向いて来ていることも感じ取れる。ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの長　純一氏が、住民の中に医療従事者が入り、共に「地域医療」を興してきた佐久病院の原点を映像で紹介した。地道な実践で作り上げてきた県民の健康作りの原点に、学び、今再び立ち返る必要があると思われる。

４．全体として―田中県政評価の試み―

(1) フォーラム全体を通して、住民運動に関わって自らの責任で実践しようとしている人々は、田中県政の方向と実践を評価する意見が多くを占めました。今の条件下でできるだけのことをしようとしていると理解されています。「改革」が的を射ていれば県民は歓迎し、主権者としての力を着け、変革を担おうとする力を持っていきます。そうした県民にとって、この数年間田中県政の下で大きく転換してきた政策を「中途で挫折させたくない」という強い思いがあります。

(2) 社会的弱者にとっての深刻な問題はたくさんあります。それを県行政に伝えればしなやかに応じようとする県政に、今まで県民は接したことはなかったと思います。それだからこそ県政に発信する県民も、以前と比較にならないほど増えました。県政に物が言える、声が届く、変えることができると、県民が感じています。長野県政を身近なものにしてきたということは、高く評価できることです。

(3) 今の県の行政システム・人・組織・資質の改善など、課題が多くあります。県政が本当に県民の方を向くものにするには、長いスパンで考える必要があり、過渡期という見方も必要です。知事の意向、県議の意向や県議会のあり方、県民の要求をあわせて現状を考え、県行政の方向性やシステムなどを県民の運動との共同の力を作り上げて行く責任は、私たちの側にもあると考えていくべきです。

(4) 自発的な地域活動・地域の活性化の取り組みを直接県が励まそうとする施策は様々な形をとって行われています。それは情報提供であったり、職員の派遣や支援であったり、補助金や支援金であったりします。それがどれだけ成果を上げているかはフォーラムの報告のなかでも具体的にいくつか触れられました。地域住民の自治や自発的な活動、民主的な地域社会を作る運動を育てることこそ根本的な県政の改革につながると思われます。そのためには県政がなにをしていくべきか、県民が何をしていくべきか、提起された施策を考えるめやすにしたいと思います。

住民大学も事務局団体に加わって開催された集会の報告です。
『自治・自立のための信州地域づくりフォーラム・プレ集会』（06、2、26松本）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松川町・米山義盛
２月２６日の未明に松本平は久し振りの積雪であった。朝からは雪が雨に変わり、松本へ向かう東山山麓線は、雪解け水で増水していた。集会の会場は既に１５０名と満員の状態であった。「地方自治の本旨」に基づく「実践的住民自治」を長年営んできた高橋彦芳栄村村長の開会あいさつから始まった。次の四本の報告があった。①原村の清水　澄村長･･･保育料の引き下げや兄弟姉妹及び第三子の減免政策や子どもの医療費無料施策による「輝く原村」づくり、②下条村の伊藤喜平村長･･･職員の意識改革や若者定住政策による「小さな村の大きな挑戦」、③泰阜村の木下忠彦総務課長･･･ふるさと思いやり基金によって学校美術館・在宅福祉・自然エネルギーへ取り組み、それを通しての「やすおか自立への道」④下伊那郡西部地区の「西部ふるさと振興局」による広域連携・事務共同化の試み　でした。その他には、合併を余儀なくされた旧大岡村（長野市に合併して保育料三倍に）の横山さん・旧美麻村の（大町市のと言いにくい）種山さん、そして自治体労働者の立場からは佐久市職労の内藤さんからの報告が行われた。

今回の集会のタイトルに「プレ集会」と付いていたが、最後の閉会のあいさつで岡庭一雄阿智村村長が今後の展開について述べられた。「小さくても輝く自治体」と銘打っての全国集会を長野県から発信して全国へと広がってきたが、今ではそれは「小さいから輝く自治体」なのだと言える。今回の集会名は「自治・自立の地域づくり」と名乗っているように、合併して大きな自治体になっても「地域自治」はそれなりの範囲で生かさなければならないものである。そうした事を考えられる本集会をできるだけ早い時期に開催しようと訴えられた。より大きな「自治と自立」を広げる大集会の開催を望みたい。　　　　

(紙面の都合で感想部分を略させていただきました。お詫びとお断りをいたします。編集担当)

伊那谷住民大学へのお誘い
　前号で呼びかけがあった、伊那谷住民大学の第1回の催しを下記のようにもちます。

気軽にご参加ください。

　日時　6月10日(土)・11日(日)

　場所　箕輪町大芝荘研修センター
伊那谷の歴史や地理をふまえて様々な地域の問題を学び、討論しましょう。権兵衛トンネル開通が地域にもたらすものは何か･･･などいろいろな課題があります。

　参加申し込み・問合せ　　　渡部一也（0265－78－1263）
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